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第１章 全体概要 

1.1 調達件名 

 産前産後家事・育児支援利用時間数管理システムの設計・開発 

及び運用・保守業務委託事業 

 

1.2 背景と目的 

 産前産後家事・育児支援事業では、利用者は区に登録申請した後、発行されるＩＤを基

に事業者へ連絡して家事・育児支援サービスを受給する。児童の年齢ごとに利用時間数が

設定されており、残時間数は利用者が自己管理することとなっているが、およそ１年間と

いう長期間で自己管理することが困難である。残時間数について、利用者から区に問合せ

があった場合も、実績報告書や事業者への聞き取りなど、対応に時間を要している。 

利用者がリアルタイムで残時間数を把握できるシステムを導入することで、利用者は適

切にサービスを受給することができ、また、区や事業者も利用実績を正確に把握すること

ができ、サービス提供や請求などのミスをなくすことができる。 

 

1.3 導入方針 

本システムの導入方針は以下のとおりである。 

（1）本調達にて導入するシステムは、パッケージシステムの導入あるいはスクラッチ開発

のいずれにおいても、TCO（システムの総所有コスト）を考慮して選定するものとする。 

（2）十分な操作性を備え、ICT の知識がなくても直感的に操作できるシステムであること。 

 

1.4 履行期間 

システムの設計・開発 契約締結日から令和７年９月３０日まで 

システムの運用・保守 令和７年１０月１日から令和８年３月３１日まで 

 

1.5 スケジュール 

 導入スケジュールは以下のとおりである。ただし、現時点での予定のため、契約締結時

期等は変更されることがある。 
 

NO スケジュール 内容 備考 

1 令和６年１２月～令和７年１月 仕様調整  

2 令和７年１月～令和７年３月 プロポーザル  

3 契約締結日～令和７年９月 プロジェクト計画、基本設計、詳

細設計、開発、テスト、移行、マ

ニュアル整備、研修、運用引継ぎ 

 

4 令和７年１０月 運用開始  

 

 



 2

第 2章 作業の概要 

2.1 用語の定義 

本システムとは、本業務にて調達するシステムのことである。 

 

2.2 業務の概要 

 港区では、産前産後家事・育児支援事業に関連する主な業務として、以下の(1)～(3)を

行っている。 

（1）登録申請受付（利用者から区） 

利用者から郵送またはＬＩＮＥにより利用登録申請を受け付けた後、利用時間数、利

用期限、自己負担階層区分、ＩＤを記載した決定通知書を送付する。 

（2）利用（利用者から事業者） 

利用者は決定通知書のＩＤなどを基に、事業者リストから事業者を選択し、サービス

を利用して自己負担金を事業者に支払う。利用者は自ら利用時間数の管理を行う。 

（3）審査・請求業務（事業者から区） 

事業者が提出する実績報告書を審査した後、請求書を受領して支払手続きを行う。 

 

2.3 調達の範囲及び情報システム化の範囲 

（1） 調達の範囲 

ア） 当該アプリケーション稼動のためのシステム設計  

イ） アプリケーション開発を含めた情報システムの構築・テスト及び移行 

ウ） 当該アプリケーションの運用及び保守 

エ） 上記の関連作業 

 

（2）システム化対象範囲 

 本作業では「2.2 業務の概要」で説明した利用者自らが行う時間数管理をシステム化す

る。今回のシステム構築は、時間数管理の導入に伴う業務手続きの変更に対応するための

システム更新を主たる目的とするが、併せて、業務担当者の操作性向上の実現を図るもの

である。 

 

2.4 委託作業の内容 

委託内容は、次のとおりである。 
ただし、最終的な内容は区と協議の上で決定すること。 
 

業務 主な内容 
システム構築業務 
１ システム開発構築 プロジェクト管理、要件定義、設計、構築、テスト、

データ移行、ドキュメント作成※など 
※パッケージを使用する場合は、パッケージかカス
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タマイズかがわかるようにすること 
※別紙「機能要件表」のとおり 

運営業務開始準備業務 
１ 運営事務局の設置・業務調整 プロジェクト管理、定例会の開催など 
２ 事業者に対する説明会実施 産前産後家事・育児支援事業実施事業者に対する説

明会の開催 
運用保守業務 
１ データ管理・保守  
２ 障害対応  
３ 問い合わせ対応  
 

第 3章 構築するシステムの要件 

3.1 機能要件 

 

本システムは、対象業務を適正、確実かつ効率的に行うシステムとして構築する。機能

要件の詳細については、別紙「機能要件表」に示す。 

 

 

第 4章 委託業務の作業要件 

 

4.1 設計・構築作業要件 

本業務における設計・構築作業要件を実施すること。 

 

4.2 テスト作業要件 

 

4.2.1 テスト計画書の作成 

テスト計画書に記載すべき事項を以下に示す。 

（1）テスト全体計画 

テスト工程（結合テスト・総合テスト）とそれぞれテスト観点を明らかにすること。 

（2）個別計画（結合テスト） 

作業内容、テスト実施範囲、テスト体制、テスト環境、作業スケジュール、合否判定

基準、ケース等を明確にすること。各項目の記載内容を以下に示す。 

  

要求 ID 評価項目 要求内容 留意事項 

3.1.1～ 

3.6.6 

機能要件 別紙「機能要件表」のとおり。  
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表 1 結合テスト計画の記載内容 

項目 内容 

作業内容 結合テストの目的、確認・検証事項 

結合テスト開始条件・終了条件 

結合テスト対象及びテストケース（スクリプト）作成方法 

結合テストデータ作成方法 

結合テスト実施手順、実施者 

結合バグ・不具合発見時の手順、実施者 

作業内容の前提条件・特記事項 

結合テスト結果報告方法 

実施範囲 結合テスト対象のシステム/範囲 

結合テストにおける「結合」の範囲 

実施体制 業務主管課及びシステム主管課の体制と役割、責任範囲 

構築事業者の体制と役割、責任範囲 

その他関係者（現行事業者等）の体制と役割、責任範囲 

結合テストにおけるコミュニケーション管理方法 

実施環境 結合テストを実施する場所 

結合テストで利用する環境 

結合テストで利用するツール 

実施環境・ツールの前提条件・特記事項（本番環境をテスト環境

として利用する場合の情報セキュリティ上の留意点等）・制約事

項 

スケジュー

ル 

全体スケジュール 

各工程の作業スケジュール（テスト準備、テスト実施、バグ・不

具合の修正、テスト結果取りまとめ・報告） 

合否判定基

準 

合格基準（品質管理指標、合格基準） 

合否判定基準 

不合格時の対応方法（再テスト、追加テスト等） 

（3）個別計画（総合テスト） 

作業内容、テスト実施範囲、テスト体制、テスト環境、作業スケジュール、合否判定

基準、テストシナリオ、テストケース等を明確にすること。各項目の記載内容を以下に

示す。 
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表２ 総合テスト計画の記載内容 

項目 内容 

作業内容 総合テストの目的、確認・検証事項 

総合テスト開始条件・終了条件 

総合テスト対象及びテストケース（スクリプト）作成方法 

総合テストデータ作成方法 

総合テスト実施手順、実施者 

総合バグ・不具合発見時の手順、実施者 

作業内容の前提条件・特記事項 

総合テスト結果報告方法 

実施範囲 総合テスト対象のシステム/範囲 

総合テストにおける「総合」の範囲 

実施体制 業務主管課及びシステム主管課の体制と役割、責任範囲 

構築事業者の体制と役割、責任範囲 

その他関係者（現行事業者等）の体制と役割、責任範囲 

総合テストにおけるコミュニケーション管理方法 

実施環境 総合テストを実施する場所 

総合テストで利用する環境 

総合テストで利用するツール 

実施環境・ツールの前提条件・特記事項（本番環境をテスト環境

として利用する場合の情報セキュリティ上の留意点等） 

スケジュー

ル 

全体スケジュール 

各工程の作業スケジュール（テスト準備、テスト実施、バグ・不

具合の修正、テスト結果取りまとめ・報告） 

合否判定基

準 

合格基準（品質管理指標、合格水準） 

合否判定基準 

不合格時の対応方法（再テスト、追加テスト等） 

 

【要求事項】 

要求 ID 評価項目 要求内容 留意事項 

4.2.1.1 テスト計画 上記に示す、実施するテスト工程の詳細が記載

されたテスト全体計画、個別計画（結合テスト・

総合テスト）を作成して提出すること。また、

発注者が主体となって実施する受入テストに

ついては支援すること。 
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4.2.2 テストの実施 

（1）テスト工程共通要件 

単体テスト、結合テスト及び総合テストの各テスト工程において共通する要件を以下

に示す。 

ア）受注者はテストの管理主体としてテストの管理を実施すると共に、その結果と品

質に責任を負い適切な対応を行うこと。 

イ）受注者は発注者及び関連する他システムに係る業者等との作業調整を行うこと。 

ウ）発注者に対し定期進捗報告及び問題発生時の随時報告を行うこと。 

エ）各テストを行うため、一連のテストケース（入力、出力及びテスト基準）、テス

トシナリオ（例外処理を含む）、テストデータ、テスト評価項目及びテスト手順を

各テスト実施前に作成の上、提出すること。 

オ）各テスト終了時に、実施内容、品質評価結果及び次工程への申し送り事項等につ

いて、発注者と協議の上、テスト実施報告書を作成すること。 

カ）他システムとの接続試験を実施する際には、港区職員、当該システム開発及び保

守業者と十分な調整を図り、受注者の負担と責任において実施すること。 

キ）テストに必要なプログラム類の開発ないし用意を行い、進捗を報告すること。 

（2）テストデータ要件 

テストにおいて使用するテストデータに係る要件を以下に示す。 

ア）受入テスト以外のテストデータは、原則として受注者において用意すること。 

イ）テストデータの管理は、受注者が責任を持って行うこと。なお、テスト工程毎の

テスト計画書にテストデータの種類等を記載し、使用したテストデータは、テスト

結果と共に媒体で納入すること。 

（3）テスト環境要件 

テスト環境に係る要件を以下に示す。 

ア）単体テスト及び結合テストに必要な機器等は、受注者の負担と責任において準備

すること。 

イ）テスト環境における受注者のセキュリティ要件は「第 8章 契約条件等」の記述に

従うこと。 

（4）結合テスト要件 

プログラム及びモジュールが、本システム全体において、正しく機能することを確認

するため、段階的に結合した状態でテストを行い、結果を報告すること。 

（5）総合テスト要件 

総合テストに係る要件を以下に示す。 

ア）ソフトウェアが仕様に適合し、かつ本番環境で利用可能であることを確認できる

評価指標を設定した上で、テストを実施すること。 

イ）性能及び負荷のテストにおいては、本番環境と同様の環境により相応の負荷等を

かけ、問題が発生しないことを確認すること。 

ウ）総合テストでは、以下の項目について確認を行うこと。 

① 機能性 
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・システム機能が、正常系、異常系共に仕様書どおりに動作すること。 

・他システムとの業務連携処理が正常に機能すること。 

・情報セキュリティ要件を満たしていること。 

② 信頼性 

・信頼性要件を満たしていること。 

・障害が発生した際の回復処理が適切であること。 

③ 操作性 

・要件及び説明書どおりに動作し、利用者が利用しやすいこと。 

④ 性能 

・オンライン処理、バッチ処理の応答時間、スループットが適切であること。 

・システムの限界条件（データ量、処理量）下で、正常に動作すること。 

エ）システム運用テストは日々のシステム運用サイクル（オンライン開始～オンライ

ン閉塞～オンライン停止～バッチ処理～バックアップ等～オンライン時間待機）と

日次処理、週次処理、月次処理及び年次処理といった運用が適切であることを確認

すること。 

オ）システム運用テストではバックアップ方式に基づいた日次、週次のバックアップ

サイクルの他に、システム更新が発生した場合のシステムバックアップ及びバック

アップから正常に戻せることを確認すること。その際には、設計時点での RTO や RPO

が設計内容と相違がないことを確認すること。 

カ）障害発生時を想定したテストを実施するものとし、想定の障害を検知し、監視機

器への通知が正常に行われている事を確認し、縮退運転するシステムについては業

務の継続が可能であることを確認すること。 

キ）開発したソフトウェアについて、想定の範囲外の入力を拒否できない脆弱性を狙

った攻撃等の既知の手法による攻撃（バッファーオーバーフロー、SQL インジェク

ション、コマンドインジェクション、セッションハイジャック、クロスサイトリク

エストフォージェリ、クロスサイトスクリプティング等）が試みられた場合にシス

テムのセキュリティに影響を及ぼさないことを確認すること。 

ク）システムの動作環境又は動作前提であるハードウェア及びソフトウェアについて、

既知の脆弱性が存在しないこと、及び既知の攻撃手法に対して脆弱な設定が行われ

ていないことを確認すること。 

ケ）エ及びオの確認は、適切なテストツールを選択して想定されるパターンを網羅的

に行うこと。 

コ）発見された脆弱性及び当該脆弱性に関して実施した対処について、（1）オのテス

ト実施報告書に記載すること。 

（7）受入テスト支援要件 

発注者が主体となって実施する受入テストに係る要件を以下に示す。 

ア）受入テストにおける具体的な手順及び結果を記入するための受入テスト計画書を

作成すること。なお、システム操作に精通していない職員でも分かりやすいテスト

となるように工夫すること。 

イ）受入テストは発注者が主体となって行うが、発注者の求めに応じて受入テストを
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支援するための要員を確保すること。 

ウ）受入テストで必要となるテストデータについて準備するのを支援すること。 

エ）受入テストで確認された障害について対応方針を提示し発注者の承認を得ること。 

オ）発注者に承認された対応方針に従い、プログラム及びドキュメント等を修正する

こと。 

 

【要求事項】 

要求 ID 評価項目 要求内容 留意事項 

4.2.2.1 テスト作業 上記のテスト実施要件を満たすこと。  

 

4.2.3 テスト作業に対する提案要求 

 

【提案事項】 

要求 ID 評価項目 要求内容 留意事項 

4.2.3.1 システムの 

品質向上 

システム品質向上につながる具体的な手法・取

組みを提案すること。 

 

4.2.3.2 発注者の 

負荷軽減 

発注者の作業負荷軽減や費用抑制につながる

具体的な手法を提案すること。 

 

 

4.3 移行作業要件 

4.3.1 移行 

 

【要求事項】 

要求 ID 評価項目 要求内容 留意事項 

4.3.1.1 移行作業 移行計画書に下記の要件を具体的に記述し、そ

れに基づいて発注者の了承を得ながら作業を

進めること。 

 

現行ツール（Excel）からの情報・データの抽出

に関しては、発注者側より抽出・提供する。受

注者は、当該データを受領することを前提に、

必要に応じ、本システムデータベースへの移行

プログラムの設計・開発、移行後のデータに関

する正当性確認プログラムの設計・開発等を行

い、移行作業を実施すること。 

 

移行は、令和７年９月までに実施すること。  

 
4.3.2 移行作業に対する提案要求 
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【提案事項】 

要求 ID 評価項目 要求内容 留意事項 

4.3.2.1 移行作業の 

品質向上 

移行作業の品質向上につながる具体的な手法・

取組みを提案すること。 

 

4.3.2.2 発注者の 

負荷軽減 

発注者の作業負荷軽減や費用抑制につながる

具体的な手法を提案すること。 

 

 

4.4 運用引き継ぎ 

 

 開発から運用へ円滑に移行するために、システム利用者が実施し得るオペレーションの

ための基準や運用引継ぎに必要なドキュメントを定義し、運用の引継ぎを実施すること。 

 

4.5 保守作業要件 

 

保守業務は、問合せ窓口を設置し、ハードウェア・OS 関連・パッケージ・ミドルウェア

関連等、本システムに係る障害に対する対応とバージョンアップ等の変更に対する対応を

実施することとする。 

4.5.1 保守契約時間帯 

【要求事項】 

要求 ID 評価項目 要求内容 留意事項 

4.5.1.1 保守契約時間 システムは、365 日 24 時間利用可能である

こと 

 

4.5.1.2 システム停止 システム停止については、区と協議の上で

決定すること。 

 

4.5.1.3 バックアップ 不測の事態に備えてバックアップを定期的

に取得し、復旧することが可能な状態で運

用を行うこと。 

 

4.5.1.4 脆弱性対応 ブラウザなどの脆弱性対応に無償で対応す

ること。 

 

 

4.5.2 保守体制 

【要求事項】 

要求 ID 評価項目 要求内容 留意事項 

4.5.2.1 保守体制 

 

 

 

 

 

保守業務は区に常駐しない体制で対応する

こと。 

 

事業者内に、問合せ窓口を設置すること。  

操作運用等に関する区や事業者からの問い

合わせに対応できるようにすること。対応

時間は平日（土・日曜、祝日を除く）の 8時
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 30 分から 17 時 15 分までとする。 

問い合わせの受付・回答手段は電子メール・

電話とする。 

緊急時には休日・夜間であっても迅速に対

応すること。原因の究明、対処・復旧作業等

までのスケジュールを区へ速やかに報告す

ること。 

 

保守対象に障害が発生又は不具合が判明し

た場合や、緊急に必要な予防保守等の定期

メンテナンス日以外の緊急保守作業が必要

となった場合は、直ちに発注者と調整を実

施し、実施日時・作業手順等を取り決めて速

やかに保守作業を行うこと。 

※土日祝日の閉庁日でも、利用者がいるた

め、無条件のシステム停止は不許可 

 

構成するハードウェア、ソフトウェア等は

全て保守対象と考え、事業者は各構成要素

の保守実態に関わらず、一括して窓口とし

て機能すること。 

 

障害発生時に、「パッケージ・ミドルウェア

保守」、「通信回線」等の各ベンダと連携し障

害対応を行い、対応完了時に報告を行うこ

と。また、保守対象が障害の起因でない保守

ベンダに対しても復旧に必要な対応を求め

た場合、対応すること。 

 

障害に対して、予防、発生時の迅速な処理手

順、再発防止のための方策などについて障

害管理計画を作成し、安定的な稼働管理を

行うこと。 

 

障害が発生した場合は、区に迅速に連絡す

るとともに、直ちに状況の把握を行い、障害

箇所の特定、影響範囲の調査、即時対応、現

状対応、現状復帰すること。また、区が障害

を発見した場合、電話、メールによる問い合

わせに対応すること。 

 

稼働診断、定期点検等により障害の予防を

行うこと。 

 

障害対応履歴の集積・分析、障害原因の分析

により再発防止を行うこと。 
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第５章 実施体制及び作業の実施方法に関する要件 

5.1 実施体制 

 

（1）全体体制 

本作業に関連する業者や港区の組織を以下に示す。 

図１ 全体体制 

 
（2）受注者体制 

受注者は、本作業を履行できる体制案を提出し、発注者の了承を得ること。なお、原

則として体制の変更は認めず、やむを得ず変更する場合は事前に発注者の了承を得るこ

と。 

また、受注者は、本作業の履行が確実に行われるよう、本作業の全期間に渡って、必

要となるスキル、経験を有した要員の確保を保証すること。 

ア）受注者側の体制（責任者・実施責任者を含む実行部隊） 

イ）受注者側の実施責任担当者 

責任担当者に求める要件は、次のとおりとする。プロジェクト管理担当責任者と

設計開発担当責任者は兼任して差し支えないものとする。 

① プロジェクト管理担当責任者 

進捗管理手法に精通し、経験を有すること。 

② 設計開発担当責任者 

データベース・システムの企画・設計に関する知見や技術を有すること。 

港区 子ども家庭支援センター 
 

港区 全体管理組織 

統括責任者グループ 

設計・開発事業者組織 

工程管理支援事業者 

現行工程管理支援事業者 

総括担当グループ 

業務担当 
グループ 

システム 
担当グループ 
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ウ）連絡体制（受注者側の対応窓口） 

（3）港区職員が受注者に対し、常時契約履行状況に関する確認を行える体制とすること。

なお、受注者は作業体制図を作成・提出すること。 

 

【要求事項】 

要求 ID 評価項目 要求内容 留意事項 

5.1.1 実施体制 上記の要件を満たす実施体制を敷くこと。  

 

5.2 作業場所 

 本業務の作業場所及び作業に当たり必要となる設備、備品及び消耗品等については、受

注者の責任において用意すること。また、必要に応じて担当職員が現地確認を実施するこ

とができるものとする。 

 

5.3 プロジェクト管理 

 

（1）プロジェクト計画 

受注者は、契約後直ちに「プロジェクト計画書」又は「業務計画書」を作成し、発注

者の承認を得ること。「プロジェクト計画書」には、構築の目的・目標、作業範囲、体

制と役割分担（発注者及び受注者）、スケジュール、コミュニケーション（会議体、連

絡方法、窓口等）、成果物一覧（種類と納品時期）、業務管理の方法（進捗・課題・リ

スク管理等）等が記載されることとする。 

（2）進捗管理 

ア）スケジュール管理 

「プロジェクト計画書」には、「スケジュール（WBS を含む）」を附属資料とし、

「スケジュール（WBS を含む）をもとに進捗管理を実施すること。 

イ）進捗報告 

進捗報告においては、「進捗報告書」を作成し、定められた報告期間に実施した

プロジェクトの進捗状況を発注者に報告すること。 

ウ）会議体 

会議体は「プロジェクト計画書」で定める内容に沿って実施すること。なお、各

会議体における議事録については 3営業日以内に作成し発注者へ提出すること。 

（3）変更管理 

受注者は、制度や方針の変更から仕様等の変更が余儀なくされる場合には、変更管理

を行うこと。変更管理においては、「変更管理表」を作成し、変更対象資料、理由、変

更前後の状態、変更による影響、変更者等を記録すること。 

（4）品質管理 

受注者は、「プロジェクト計画書」において品質を担保するための定量的な基準とし

てレビュー密度やテスト密度などの指標の採用を定めること。具体的な数値について各

テストの個別計画にて定めること。なお、プロジェクトにおいて定量的な品質指標を採
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用できない場合には、発注者と合格基準を含めた協議を行うこと。 

（5）課題管理・リスク管理 

受注者は、プロジェクトを実行する上で発生する課題については、「課題管理表」を

用いて明文化し、検討経緯や対応方針を記録、管理すること。 

（6）コミュニケーション管理 

受注者は、プロジェクトのコミュニケーション管理について、コミュニケーションル

ールを明確にし、実施すること。 

（7）情報セキュリティ管理 

受注者は、プロジェクトに参加するもの全員に対する情報セキュリティ管理の遵守、

港区情報安全対策指針及び港区個人情報保護条例に沿った安全性の確保が可能な計画

を作成すること。 

（8）構成管理・文書管理 

受注者は、プロジェクトの成果物を管理する目的や作成する成果物を明確にし、作成

した成果物を格納した場所を明確にして、その成果物の変更時の維持管理を実施するこ

と。 

 

【要求事項】 

要求 ID 評価項目 要求内容 留意事項 

5.3.1 
プロジェクト管

理 

上記の要件を満たすプロジェクト管理を実

施すること。 

 

 

5.4 納入成果物 

（1）納入成果物一覧と期限 

 

本調達の成果物と納入期限は下表のとおりとする。専門用語には必ず説明を付すこ

と。 

なお、納入対象成果物は発注者と協議の上、決定する。 

 

表３ 納入成果物及び納入期限 

No. 成果物名 納入期限 

1 プロジェクト体制表 契約締結後 5日以内 

2 緊急連絡網 契約締結後 5日以内 

3 個人情報保護に係る誓約書 契約締結後 5日以内 

4 作業計画書 契約締結後 10 日以内 

5 システム概要・詳細説明書 契約締結後 10 日以内 
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No. 成果物名 納入期限 

6 操作マニュアル（テスト用）（管理者・事業者向け） 説明会 3日前まで 

7 操作マニュアル（本番用）（管理者・事業者向け） リリース 14 日前まで 

8 テスト実施報告書 リリース 14 日前まで 

9 会議資料 会議開催日の前日まで 

10 会議録 会議開催後の 3日以内 

11 課題管理表 作成または更新の都度 

12 委託内容に関する概要資料 履行期間満了日まで 

※ プログラムには、ソースプログラム、実行形式プログラム、利用環境等を定義す

るファイル、コンテンツを含めること。また、発注者が別途調達するハードディス

ク及び CD-ROM 等に格納すること。 

※ 担当者・体制表等、変更があれば都度提出すること。 

 

（2）形式等 

書類（紙媒体）は、A4 判縦長横書き両面を原則とし、日本語表記のもの 2部（原本 1

部、複写 1部）を提出すること。 

書類（電子媒体）は、CD-R 又は、DVD-R により 1部提出すること（ファイルフォーマ

ットは、Microsoft Office 又は Adobe Reader に対応できるデータ形式とする）。 

 

（3）納入場所、納入条件 

発注者の指定する場所に納品すること。 

なお、詳細については、別途当区担当職員の指示に従うこと。 

 

（4）検収方法 

ア）受入テスト 

① 「4.2 テスト作業要件」に従い受入テストの合格をもってプログラム等につい

ての検収とする。 

② テスト時に使用した一時ファイル等の不要なファイル等は、受入テスト終了後、

受注者において削除すること。 

イ） 書類の検収 

① 設計書等、開発の各段階でレビューを行う。納品時に検収会議を行って、ドキ

ュメント品質も検収する。 
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【要求事項】 

要求 ID 評価項目 要求内容 留意事項 

5.4.1 納入成果物 上記に示すドキュメントを納品すること。

成果物は各業務の完了時に提出を行い、内

容は発注者と協議し、承認を得たものを提

出すること。また、システムを段階的に構築

する場合は、各構築完了時に更新した成果

物を提出すること。 

 

第６章 運用管理要件 

6.1 運用稼動要件 
産前産後家事・育児支援利用時間数管理システムは原則として２４時間、３６５日稼動

とする。 
  
6.2 運用管理環境要件 
（1）効率的なシステム運用の実現 

ア）バックアップの自動運転など、効率的なシステム形態であること。 
イ）バックアップ処理については、発注者の職員の手を介すことなく、定例的にバッ

クアップの取得を可能とすること。なお、データの保護対策が講じられていること。

また、バックアップの方法は、一括、差分いずれの方法でも可とする。 
（2）セキュリティ要件 

ア）「港区情報安全対策指針」に基づき、各種セキュリティ対策を実施すること。 
イ）操作には職員の個人認証（ユーザ ID とパスワード）を行い、職員毎に操作権限を

設定する等の認証技術や操作ログの記録により適切なセキュリティ対策を講ずるこ

と。 
ウ）業務利用の権限管理が可能な、業務システム全体を管理するセキュリティシステ

ムを保有し、データに対する不当なアクセスからの保護ができること。 
エ）システムの設定に関するファイル、インターネットに公開しているファイル等に

ついて、その改ざんの有無を確認すること。また、改ざんが発生した場合でも、直

ぐに復旧できるように対策を講ずること。 
オ）セキュリティホール等の最新の情報収集に努め、速やかに必要な対策を実施する

こと。 
（3） 報告 

ア） システムの運用稼動状況全般に関する報告を適時報告すること。 
イ） システムのアクセス状況について、職員が確認できるツールと、その操作方法

を記載したマニュアルを提供すること。 
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第７章 保守業務要件 

7.1保守体制 
（1） 構築期間後であっても、設計上の要求を満たさない瑕疵が発見された場合、受注者

は、受注者の費用負担によって、速やかに修正作業を実施しなければならない。 
（2） 平日（年末年始及び祝日を除く。）の午前８時３０分から午後５時までに連絡のあっ

た場合は、障害発生通知後２４時間以内に復旧に向けた対応を行うこと。 
（3） 基本ソフトウェア（ＯＳ）及び利用するソフトウェア製品に関してはセキュリティ

パッチを適用する等の適切な措置を行うこと。 
（4） 障害検知システム等の導入により、緊急時、障害時等に速やかに復旧可能な体制を

有すること。 
（5） システムに障害等があった時は、速やかに復旧・対応を行い、発注者に報告するこ

と。 
（6） 障害対応、更新作業等、保守作業を行った場合は、作業報告書を発注者に提出する

こと。また、特に重要な作業を行う前（システムの停止を含む場合などには、発注

者と事前に打合せを行ってから作業を行うこと。 
（7） 次に該当する場合は、本契約によるシステム保守の対象外とする。 

ア） 発注者の故意又は過失により生じた故障 
イ） 天災地変、その他受注者の責めに帰することができない事由により生じた故障 
ウ） 受注者による検証又は動作確認がなされていない環境への改変により生じた故

障 
エ） システムが動作する上で必要としないサーバー・クライアントの設定及び設定

方法の問い合わせ 
オ） 発注者の要請による保守作業時間外に及ぶ保守作業 

 

第８章 契約条件等 

記載項目以外は「契約条項」に定めるとおりとする。 

 

8.1 受注者の責務 
（1）受注者の責務において、区民・業務関係者等に対する安全対策に万全を期し、事故防

止に関する必要な措置を講ずること。 

（2）受注者は、常に善良なる管理者の注意をもって業務を遂行し、業務の進捗状況につい

て確認の上適宜報告すること。 

（3）受注者は、関係法令等を遵守し、その適用及び運用は、受注者の責任において適切に

行うこと。 

（4）受注者は、業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。契約の解除及び期間

満了後においても同様とする。 

（5）受注者は、本契約の履行に当たり、「港区職員の障害を理由とする差別の解消の推進

に関する要綱」の趣旨を踏まえ、適切な対応を図ること。 
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（6）受注者は、「港区職員のハラスメントの防止等に関する要綱」を遵守すること。また、

ハラスメントが発生した場合は、発注者と連携して適切に対応すること。 

（7）受注者は、本契約の履行に当たり、「港区環境美化の推進及び喫煙による迷惑の防止

に関する条例」（平成９年港区条例第４２号）第９条に規定するみなとタバコルールを

遵守すること。 

（8）受注者は、本契約の履行に当たり、基本的人権を尊重し、個人の尊厳を守り、あらゆ

る差別をなくすために適切な対応を図ること。 

（9）受注者は、本契約の履行に当たり、地球温暖化防止のため、省エネルギー対策に努め

ること。 
（10）受注者は、個人情報について、別紙個人情報等取扱いに関する特記事項を遵守しな

ければならないものとする。 
（11）受注者は、以下の要件のいずれかを満たす者とする。 

ア）本件の履行期間中、一般財団法人日本情報経済社会推進協会が認定するプライバ

シーマークあるいは同等の認証機関が定める認定資格を取得していること。 

イ）個人情報等の取扱いに係る社内規定を整備し、プライバシーマーク取得企業等と

同等に、厳格かつ実質的な運用が行われていること。 

（12）受注者は、業務の遂行に際して、港区情報安全対策指針を遵守しなければならない

ものとする。また、受注者は、発注者が実施する、港区情報安全対策指針の遵守状況に

関する点検作業に対応するものとする。点検作業には、情報セキュリティにおいて問題

が発生した場合の検査、或いはセキュリティ監査等が該当する。 

（13）受注者は、システム運用管理業務を担当する者の氏名の一覧表を提出すること。 

（14）受注者は、業務上取集した区民等の個人情報を自社で使用するシステムで管理する

場合は、契約締結後、速やかに発注者と協議し、承認を得ること。 

 

8.2 支払い方法 

（1）システムの設計・開発 

事業終了後に受注者の請求に基づき一括で、支払うものとする。 

（2）システムの運用・保守 

業務の履行を確認した後、受注者からの書面による請求に基づき、毎月支払うこととす

る。 

 

8.3 運輸責任 

委託業務にかかわる貸与品、資料及び納入すべき契約目的物の運搬は、別に定めるもの

を除くほか、受注者の責任で行うものとし、その経費は受注者の負担とする。 

 

8.4 環境により良い自動車利用 

（1）本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は利用する場合は、都民の健康と安全を

確保する環境に関する条例（平成 12 年東京都条例第 215 号）の規定に基づき、次の事

項を遵守すること。 

ア）ディーゼル車規制に適合する自動車であること。 
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イ）自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減

等に関する特別措置法（平成 4年法律第 70 号）の対策地域内で登録可能な自動車利

用に努めること。 

（2）電動車を始め、低公害・低燃費な自動車利用に努めること。電動車とは、電気自動車

（ＥＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）、燃料電池自動車（ＦＣＶ）、ハ

イブリッド自動車（ＨＶ）の総称を指す。 

（3）適合の確認のために、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装

着証明書等の提示又は写しの提出を求められた場合には、速やかに提示し、又は提出す

ること。 

（4）本契約の履行に当たって観光バスを使用する場合は、「観光バスの環境性能表示に関

するガイドライン（平成 21 年 3 月 27 日付改正 20 環車規第 837 号）」に規定する評価

基準Ａランク以上の車両を供給すること。 

 

第９章 附属文書 

9.1 参考資料一覧 

 

参考資料「港区産前産後家事・育児支援サービスのご案内」 

 

第１０章 その他特記事項 

10.1 その他 

本仕様書に記載のない事項又は疑義が生じた場合は、発注者と受注者で協議の上決定す

る。 

 

10.2 問合せ先 

港区子ども家庭支援部子ども家庭支援センター子ども家庭サービス係（担当 藤本）  

電話（代）03-5962‐7201  ﾌｧｸｼﾐﾘ 03-5962-7205 

 



産前産後家事・育児支援利用時間数管理システム機能要件
「必須」◎については、最優先の機能であり、可能な限り稼働当初（令和７年１０月予定）から搭載すること。
○については、稼働後の拡張時に搭載でも構わない。なお、調整の中で機能要件が変更・追加等される可能性がある。
No 項目 詳細 必須

3.1.1 利用者申請情報登録

①承認番号
②氏名
③出産日又は予定日
④メールアドレス
⑤税区分
⑥有効期限（子どもの年齢に応じて変更：（1）産後ドゥーラ：妊娠中～出産後7か月になる前日まで➡30時間　(2)家事支援：
妊娠中～1歳の誕生日前日まで➡128時間　※産後ドゥーラ30時間の利用を含む、1歳～2歳の誕生日前日まで➡48時間、2歳～3
歳の誕生日前日まで➡48時間）
⑦多胎の有無

◎ e

3.1.2
時間数管理システム利用案
内書

QRコード（全利用者共通）と利用方法について記載された案内書の雛形 ◎ e

3.1.3 時間数付与

（1）産後ドゥーラ：妊娠中～出産後7か月になる前日まで➡30時間
（2）家事支援：妊娠中～1歳の誕生日前日まで➡128時間　※産後ドゥーラ30時間の利用を含む
　　　　　　　 1歳～2歳の誕生日前日まで➡48時間
               2歳～3歳の誕生日前日まで➡48時間

◎ e

3.1.4 時間数付与 新規時間数付与の作成ができる。 ◎ e

3.1.5 時間数付与

QRコードからログイン画面にアクセスし、
①利用申請時登録したメールアドレス
②パスワード（今回設定）
③氏名でアカウント登録し、
時間数を受け取ることができる。
なお、登録にあたり、「利用規約」を確認し、「同意」してもらってから利用開始の仕様とする。（同意がない場合は利用不
可とする。）

◎ e

3.1.6 時間数付与
利用者画面での時間数管理表示は、以下のとおりとしたい。
①２時間or３時間or４時間をプルダウンで選択できるようにする
②1日1回までの利用とする

◎ e

3.1.7 サービス利用の流れ

＜利用の流れ＞【利用者】※多胎の場合は、子ども一人に対し以下の流れを実施する
①サービスを利用開始する前に自身でログインしておく
②サービス利用開始時、事業者ごとに異なるQRコードを読み取り、そのまま時間数管理画面に遷移する。
③利用時間をプルダウンで「2時間」or「3時間」or「4時間」から選択し、使用する時間のボタンを押下する。
④確認画面に遷移し、内容確認（Ⓐ利用事業者名Ⓑ利用日Ⓒ使用する時間数の種類）を利用者・事業者側双方で確認後、「確
定」を押下する。
⑤利用者の時間数が使用される。※⑤のあとに利用履歴（Ⓐ利用事業者名Ⓑ利用日Ⓒ使用する時間数の種類）がリアルタイム
で反映される。
⑥事業者側から提示された金額を支払う。

◎ e

3.1.8 画面設計（自治体） ログイン時のIDとパスワードの入力要求 ◎ e
3.1.9 画面設計（自治体） パスワード変更 ◎ e
3.2.0 画面設計（自治体） ログアウト機能 ◎ e
3.2.1 画面設計（自治体） 利用者情報の登録・削除ができる。 ◎ e
3.2.2 画面設計（自治体） 時間数管理システムの手動停止機能 ◎ e

3.2.3 画面設計（自治体）

利用者の利用履歴の確認・修正ができる。
検索は、
①利用ID
②親の氏名
③出産日又は予定日
④税区分
⑤子どもの氏名
でできる。

◎ e

3.2.4 画面設計（自治体） 利用者の利用履歴を手動で変更する場合、「キャンセル分」等のメモをいれることができる。 ◎ e
3.2.5 画面設計（自治体） 自治体画面でのみ入力・表示できるメモ機能 〇 e

3.2.6 画面設計（自治体）
CSV出力（年度ごと、年ごと、月ごとで出力が可能）
①事業者別利用実績
②その他すべての登録内容（利用ID別の利用状況含む）

◎ e

3.2.7 画面設計（自治体） 事業者別QRコード生成及びダウンロード ◎ e
3.2.8 画面設計（自治体） 自治体画面ログインIDの発行・修正・削除なお、自治体用画面へのログイン機能は１自治体につき複数可能とする。 ◎ e
3.3.0 画面設計（自治体） 事業者用事業者画面ログインIDの発行・修正・削除 ◎ e
3.3.1 画面設計（自治体） 事業者用事業者画面への表示・非表示設定の権限 ◎ e
3.3.2 画面設計（自治体） 事業者用よくある質問の登録・修正・削除 ◎ e
3.3.3 画面設計（自治体） 利用者用よくある質問の登録・修正・削除 〇 e
3.3.4 画面設計（自治体） 利用可能事業者情報の登録・修正・削除 〇 e
3.4.5 画面設計（自治体） 事業者へのお知らせの登録・修正・削除 〇 e
3.4.6 画面設計（自治体） 利用者へのお知らせの登録・修正・削除 〇 e
3.4.7 画面設計（自治体） 利用規約の修正 〇 e
3.4.8 画面設計（利用者） ログイン時のIDとパスワードの入力要求 ◎ e
3.4.9 画面設計（利用者） パスワード変更 ◎ e
3.5.0 画面設計（利用者） ログアウト機能 ◎ e
3.5.1 画面設計（利用者） 時間数の利用履歴の確認（利用日、利用事業者） ◎ e
3.5.2 画面設計（利用者） 利用可能事業者情報の確認 〇 e

3.5.3 画面設計（利用者）
利用者用よくある質問の時間数管理システムの利用方法や産前産後家事・育児支援事業について、想定される質問と回答を見
ることができる。

◎ e

3.5.4 画面設計（利用者） 多言語対応 〇 e
3.5.5 画面設計（利用者） 利用規約を確認することができる。 ◎ e
3.5.6 画面設計（利用者） 自治体からのお知らせの確認 〇 e
3.5.7 画面設計（事業者） ログイン時のIDとパスワードの入力要求 ◎ e
3.5.8 画面設計（事業者） パスワード変更 ◎ e
3.5.9 画面設計（事業者） ログアウト機能 ◎ e

3.6.0 画面設計（事業者）

利用者の利用履歴の確認ができる。（自分の事業者のみ）
【表示希望項目】
①利用ID
②親の氏名
③出産日又は予定日
④税区分
⑤子どもの氏名
⑥利用日
⑦利用種別
⑧利用日数

〇 e

3.6.1 画面設計（事業者） 利用実績のCSV出力（年度ごと、年ごと、月ごとで出力が可能） ◎ e

3.6.2 画面設計（事業者）
事業者用マニュアル及びよくある質問の時間数管理システムの利用方法や操作方法について、マニュアルや想定される質問と
回答を見ることができる。

◎ e

3.6.3 画面設計（事業者） 事業者からのシステムに関する技術的な質問における貴社への問い合わせ先と相談可能日時の記載 〇 e
3.6.4 画面設計（事業者） 自治体からのお知らせの確認※ブラウザの上部に区からのお知らせを表示させるイメージ 〇 e
3.6.5 ログの取得管理 ネットワーク及びシステムストレージの操作ログ及びアクセスログの監視・取得システムを構築する。 〇 e
3.6.6 画面の合理的配慮 システム画面の構成は港区カラーバリアフリーガイドラインに配慮すること。 〇

e e e e e e



      

港区産前産後家事・育児支援サービスのご案内 
妊娠中や出産後、日常生活にお困りの港区在住の家庭に対して、ご自宅に「ホームヘルパー」 

または産前産後の母子専門の支援員「産後ドゥーラ」が訪問し、家事および育児支援を行います。 

 

対象家庭・利用上限時間 

〇産後ドゥーラ 

妊娠中から出産後 7 か月になる前日まで 30 時間 

〇家事支援 

・妊娠中から 1 歳の誕生日前日まで 128 時間（ドゥーラ３０時間の利用を含む） 

・１歳から２歳の誕生日前日まで 48 時間  

・２歳から３歳の誕生日前日まで 48 時間  

※多胎の方は、お子さま一人につき上記の時間をご利用になれます。 

  母子健康手帳（親子手帳）交付後に流産、死産された方もご利用いただけますので、ご相談ください。 

  ご注意いただきたいこと 

・利用上限時間や利用期限はご自分で管理してください。 

・申請後に発行する登録番号（個人ＩＤ）は年齢毎に異なるので、必ず毎年申請してください。 

（お誕生日の 2 ヶ月前を目安に） 

 

利用時間 

午前８時から午後１０時までの間で、１日１回、２・３・４時間の単位で利用できます。 

※予約状況により、ご希望に添えない場合があります。 

※産後ドゥーラは支援者ごとに訪問可能時間が異なります。事業者のホームページでご確認ください。 

 

  支援内容 

産後ドゥーラ 

日常的な食事の支度・一般的な家庭の掃除、及び整理整頓・洗濯・買い物・検診の付添い 

沐浴の援助・授乳時の見守り・子育て相談・産後における生活設計の相談 

兄弟姉妹の送迎（近距離） 

家事支援 日常的な食事の支度・一般的な家庭の掃除、及び整理整頓・洗濯・買い物・検診の付添い 

できないこと 

冠婚葬祭等の特別な手間をかけて行う調理・大掃除・庭の草むしり・花木の水やり・犬の散歩等ペットの世話 

来客の対応・家具、電気器具の移動、修繕・引越しの手伝い等 

日常の清掃以外のこと（浴室のカビ取り・排水溝内、換気扇、網戸、室外の掃除・エアコンや照明器具等の掃除 

窓ガラス拭き・床のワックスがけ等） 

※家事支援ではお子さまの送迎等の世話は対象外です。 

 

利用料金 

  支援内容 2 時間 3 時間 4 時間 キャンセル料金 

単胎家庭 産後ドゥーラ 2,000 円 3,000 円 4,000 円 1 時間分減算 

家事支援 1,500 円 2,250 円 3,000 円 2,475 円（1 時間）

多胎家庭 産後ドゥーラ 1,000 円 1,500 円 2,000 円 1 時間分減算 

家事支援 1,000 円 1,500 円 2,000 円 2,475 円（1 時間）

※住民税非課税世帯は上記の半額、生活保護受給世帯は 0 円で利用できます。 

令和６年４月１日現在 



キャンセル・変更について 
   

産後ドゥーラ 

キャンセル・変更は、産後ドゥーラへ直接連絡してください。 

キャンセル・変更は、訪問予定日の前日 17 時までにご連絡ください。 

17 時以降にご連絡いただいた場合は 1 時間利用を行った事とし、利用可能時間が減算されます。 

家事支援 

 

キャンセル・変更は、依頼(予約)をした事業者へ直接連絡をしてください。 

キャンセル・変更の連絡期限 ： 訪問予定日(予約日)の２営業日前の営業時間内 

事業者へ、キャンセル・変更等のご連絡をいただければ、キャンセル料金は発生しませんが、２営業日前を過

ぎてから(前日)のキャンセル・変更等は、キャンセル料金をお支払いいただきますので、ご了承ください。 

（例１）月曜の予約をキャンセルする場合の期限例 

土日休みの事業者⇒２営業日前＝前週木曜日の営業時間内までに連絡 

（例２）金曜日が祝日で翌週月曜の予約をキャンセルする場合の期限例 

土日休みの事業者⇒２営業日前＝前週水曜日の営業時間内までに連絡 

急なキャンセル・変更の場合は、別途キャンセル料金（1 時間あたり 2,475 円×予定時間数）が発生し、場合

によっては実費交通費も発生します。 

また、利用時間の短縮（例：４時間の訪問を３時間に変更する等）も、キャンセル料金の対象となります。 

 

利用手続きの流れ 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者リストを参照のうえ、直接お申し込みください。 

事業者リストは港区ホームページ「産前産後家事・育児支援サービス」からご覧いただけます。 

なお、申し込み時には決定通知に記載の登録番号（個人 ID）をお伝えください。 

 

事業者と日時や支援内容を調整して、訪問日を決定します。 

 

ホームヘルパー、産後ドゥーラの訪問。 

訪問時、または終了後に、各事業者へ利用料金をお支払いください。 

     ※利用料金の支払い方法は、事業者によって異なりますので、事業者にお問い合わせください。 

 ご利用にあたっての注意 

〇申請者またはご家族が不在の時は、支援をご利用できません。 

〇お子様、ご家族がインフルエンザや感染症等伝染性の疾患にかかっている時は、支援をご利用できません。 

その他のお知らせは港区ホームページをご確認ください。 

 

 

提出していただく書類 

・港区産前産後家事・育児支援事業利用申請書 

（第１号様式） 

・妊娠中・0 歳児の方は「母子健康手帳（親子手帳）の写し」 

 

港区子ども家庭支援センターへ郵送、または窓口まで 

ご提出ください 

 

利用決定された方へ、申請書到着から 2 週間程度で決定

通知書（登録番号/個人 ID）を郵送します 

▼お問い合わせ▼ 

港区子ども家庭支援部子ども家庭支援センター子ども家庭サービス係 

〒107-0062 港区南青山 5-7-11 電話：03-5962-7201 

申請書で提出 LINE で申請  

上記ＱＲコードを読み取り、港区公式 LINE アカウントを友

達登録後、メニューから申請を行ってください 

 

トーク形式で必要な情報を入力してください。 

妊娠中・０歳児の方は「母子健康手帳（親子手帳）の写し」

を添付してください。 

 

利用決定された方へ、申請から２週間程度で決定通知（登録

番号）を LINE メッセージで送信します 

 

 

産前産後家事・育児

支援サービス

LINE 申請 


